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事後調査の結果、現況の地域特性を踏まえた上で、環境への影響が確認された

場合は、専門家等に意見を求め、可能な限り環境影響を回避・低減できる対処方

法を検討し、それを実施すること。なお、事後調査の実施期間は、当該環境影響

の状況を十分把握できる期間とし、実施時期は当該環境に最も影響が大きい時期

とすること。 

（４）地域住民等への積極的な情報提供 

事業実施区域周辺の住民及び関係者に対して、環境影響に関する情報を住民が

アクセスしやすい方法で積極的に提供するとともに、十分な理解を得ながら事業

を進めること。 

また、災害等の緊急時における体制を明らかにし、地域住民から問合せがあっ

た場合は、懸念を払拭するよう努めること。 

 

２．各論 

（１）大気環境 

環境保全措置を徹底し、必要に応じて追加の措置を講じること。また、工事関

係車両等は、運行管理を徹底し、環境負荷の低減に努めること。 

（２）水環境 

ア 近年、各地で想定を超える局地的な豪雨が発生していることから、排水関

連設備の設計条件の確認を徹底するとともに、必要に応じ雨水浸透施設や

沈砂池等の追加設置等の措置を講じること。 

イ 造成工事は、台風や梅雨等の豪雨が発生しやすい時期の工事を避けるなど

施工時期に配慮した工事計画とすること。 

ウ 沈砂池等は定期的な点検に加え豪雨が予測される際にも実施することを検

討し、点検頻度や判断基準を評価書に記載し、適切な頻度により管理を行

うこと。 

エ 本事業により発生する可能性がある水の濁りの周辺河川への影響を確実に

把握し、迅速に対応できるよう、各排水口のモニタリングや水の濁りの予

測地点及び井戸水（生活用水、農業用水）における水位・水質等の事後調査

の実施を検討すること。 

（３）土地の安定性 

豪雨等も想定した最大限の環境保全措置を実施すること。特に、敷地境界に近

い地形改変においては、必要に応じて追加の措置を講じること。 

 




